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地域生活支援事業の韓害額談業務に対する前軒材担当者の理解

一障害児(者)地域療育支援事業の観点より-

松山郁夫判・大石 浩幻

Awareness of Social Workers about Consultation for Disabled Person 

Ikuo MATSUYAMA . Hiroshi OOISHI 

要 と口
調

本研究においては、障害者自立支援法全面施行i直前の2006年9月時点の市町村の地域生活支援事業

における嘩害相談業務に対して担当者がどの程度理解していると認識しているのかを明らかにすると

ともに、市町村の規模による担当者の認識の違いについても検討した。独自に作成した質問紙による

アンケート鵡査を実施した結果路市町村から自答があった。これらの市町村の障害福祉担当者は、相

談業務の多くについての理問ーの程度が低く、特に、発達障害への相談業務に関する理解の程度が紙い

と認識していた。さらに、障害福祉担当者3人以上の市町村よりも 2人以下の市町村の方が、障害相

談の約4裂について理解の程度が低いと認識していることが示された。具体的には、発達障害児者に

おける就労支援相談、住居、教室等環境設定相談、パニック等の対処法等相談、ケアマネジメントに

おける聞き取り調査等発達障害に関することが多く、加えて、利用者とデイサービス、ショートステ

イ等を行っている事業所との仲介、障害児者の進路相談、服薬の相談のような他機関との調整を要す

ること、および成年後見人制度に関する相談やケアプラン作成のような専門的知識を要することにつ

いてであった。
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I. はじめに

支援費制度が始まってそれほど期間が経過していないにもかかわらずもう制度を変えるのかという不信

の戸も多かったがli 2005年11月に障害者自立支援法が成立し、 2006年4月から施行され10月から全面施

行となった。これに伴って、難害者に対する相談支援業務の実施主体は都道府県からitru町村に移行され、

市町村地域生活支援事業(市町村必須業務、社会福祉法人等委託も可)として行われることになった。

障害者自立支援法では、市町村は厚生労働省令で定めるところにより地域生活支援事業として次に掲げ
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る事業を行うものとする(第77条第 l項)とされ、同項第1号で「障害者等が障害福祉サービスその他の

サービスを利用しつつ、その有する能力および適性に応じ自立した日常生活又は社会投活を営むことがで

きるよう、地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等、障害児の保護者または障害者等

の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供および助言その他の厚生労働省令で定める便宜を供

与するとともに、障害者等に対する虐待の防止およびその早期発見のための関係機関との連絡調整その他

の障害者等の権利の権護のために必要な援助を行う事業jと規定している

地域生活支援事業において相談支援は必須事業として揚げられ、市町村が自ら実施するか指定相談支援

事業者に委託するか等で行われる。 2006::9三10丹より欝害種別にかかわらず相談支援事業は市町村に一元イと

された。財源は交付税となっている。

2006年10月より障害者自立支援法が全面施行されるときに、 i輩害者に対する栢談業務も地域生活支援事

業の中に盛りこまれることになったため、市町村の裁量によってより自由なサーピスを行うことが可能に

なった。しかし告治体によっては、財政難を理由にサービスを維持できるだけの交付税負担金および補助

金がでない可能性がある制。また、市町村によっては事業者に委託することをやめて、市町村の障害福祉

担当者だけで行うと財政的負拐が軽くなると考え、市町村独自で行う動きを見せている自治体もある。

自立支援法の改正のポイントのーっとして「支援費制度によって生じた地域格差を少なくし、自

治体の違いによってサービスの質、量に差が出ることを防ぐJとうたわれている。しかしながら実際には、

市町村に裁量の幅を広く取ったことにより障害福祉への取り組みに対する市町村の意欲の差、および財政

面の格差がそのままサービスの質の格差となって表れている。

特に相談支援事業に関しでは、発達障害への相談業務のような市町村担当職員にとって理解することが

困難な相談業務を含んでいる。発達障害の状態像や障害特性を把握することには盟難さが伴うために発達

障害への対応が十分にできないだけでなく、障害福祉担当者の周囲の職員にとっては発達障害に対する対

応の困難さを理解することが難しいという問題もはらんでいる。

これまで、知的障害児(者)に関する専門的立場から支援を行ってきた障害児(者)地域療育等支援事

業が、 2006J:]三10月より障害見等療育支援事業に変更された。また、一般相談事業(通称コーディネータ一

事業)が市町村主体の地域生活支援事業に盛り込まれることにもなった。したがって、今後一般的な相談

に関しでは市町村窓口で応じ、よ IJ専門的内容に際するものについては実績のある療育支援事業所が担う

必要があると考えられる。市町村単独で行うとサービス格差がでてくる恐れがあるため、今までコーデイ

ネーターが担ってきた圏域を検討したよで広域による対応が求められよう。

2006年9月までは、市町村障害者生活支援事業、樟害児(者)地域療育等支援事業における相談支援事

業、精神障害者地域生活支援センターが障害者に対する相談を担ってきたが、これらの相談支援が相談支

援事業に移行するものとして捉えられる九

地域生活支援事業において障害者に対する相談支援を市町村独自で行う場合、財政難を理由に人員配置

が十分になされないことによる栢談業務の量的な低下と市町村格差が懸念される。また、担当者の相談業

務に対する理解の程度の違いがあれば、相談業務の質における市町村格差が生じることも予概される。さ

らに、状態像を把寵することに難しさがある自閉症等の発達障害について十分な相談を行うことには国難

さが伴うことが危』撰される。

相談支援が円、滑に行われるためには、担当者自身が相談業務についてどの程度理解しているのかを認識

しておくことが必要だと考えられる。それでは、市町村ーの捧害相談支援担当者は相談支援事業が市町村に

一元化される直前の時点で、障害相談業務に際してどの程度理解していると認識しているのであろうか。

このことは2006年目丹以降の相談支援の成否に影響することも考えられる。
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以上のことから、本研究では障害者自立支援法が全面施行される2006年10月直前の時点で、市町村の地

域生活支援事業における障害相談業務に対して担当者がどの程度理解していると認識しているのかを明ら

かにすることとする。さらに、市町村の障害福祉担当者数の多少による担当者の認識の違いについても検

討する。

H.方法

仁調査対象と調査項目

調査対象は市町村ーの障害福祉拐さ当者とした。合計26の市町村からの回答については、すべて全質問項目

に回答をしていたため有効臨答率は100%であった。

調査項自に関しては、市町村の人口、障害相談の担当者数、 2006年10丹以持に障害相談を実質的に行う

主体や形態についてである。

計26か所の市町村ーのプロフイ…jレは次の通りである。

市町村人口については、 5千人未満が2か所 (7.7%)、 5 千人~1 万人が 8 か所 (30.8%) 、 1 万人以

上~5 万人が13か所 (50.0%) 、 5 万人~10万人が 3 か所 (1 1.5%)であった。

障害福祉担当者数については、 0人(児童、高齢者等と兼務)が2か所(7.7%)、1人が3か所(11.5%)、

2人が8か所 (30.8%)、3人が6か所 (23.1%)、 4人が2か所 (7.7%)、5人が1か所 (3.8%)、6人

が 1か所 (3.8%)、7人がlか所 (3.8%)、8人以上が2か所 (7.7%)であった。

市符村人口別の障害福祉担当者数は表lのとおりであった。

2006年10月以降の障害相談については、「すべて市町村自身で行うJ6か所 (23.1%)、13障害を統一

した形で一つの卒業所に委託するJ4か所 (15.4%)、「それぞれの障害撞別ごとに法人に委託するJ11か

所 (42.3%)、その他5か所 (19.2%)であったO

表 1 市町村人口別障害相談担当者数

降客相談担当者。数 5千人未満 5 千人~1 万人 l 万人~5 万人 575入~1O万人 メ口0，. 

0人(兇友、高齢者等と兼務) 1( 3.896) 1( 3.896) 2( 7.796) 

l人 1( 3.896) 2( 7.796) 3( 11.596) 

2人 3 (11. 596) 5(19.296) 8( 30.896) 

3人 2( 7.7%) 4(15.4%) 6(23.196) 

4人 2( 7.7%) 2( 7.7%) 

5人 1( 3.896) 1( 3.8%) 

6人 l( 3.8%) 1( 3.8%) 

7人 1( 3.8%) 1( 3.8%) 

8人以上 1( 3.896) 1( 3.8%) 2( 7.7%) 

之に〉1ー 2( 7.796) 8(30.896) 13(50.096) 3(11. 596) 26(100.096) 

2網欝査期間と踊査方法

2006 (平成時)年9月の 1か月間を調査期間とした。無作為に選んだ市町村100か所に (者)地

域療育等支援のコーディネーターを通じて配布するか、あるいは直接ファックスにて記布することにし

た。アンケート用紙に記載後ファックスにて返送してもらい、市町村26か所から問答が得られた(回収率

26.0%)。
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3.調査内容と分析方法

予備調査として、各市町村障害相談担当者5人に、障害児(者)地域療育支援卒業、精神障害者地域生

活支援事業等で今まで障害相談として行ってきたことを聞いた。その結果から、市町村ーの樟害福祉担当者

の障害相談に対ーする理解の程震について詞う38項呂からなるアンケート調査票を作成した。

調査方法は質問紙法による。障害相談の理解の程度について問う38項目の質陪をした。間答は、「まっ

たく理解していない」を 1点、 fあまり理解していない」を 2点、「やや理解しているJを3点、「かなり

理解しているJを4点、「非常に理解しているjを5点と等需隔で表記し、あてはまる数字にOをつける

ようにした。

以上の質問項目ごとに、 26か所全体、障害福祉担当者3人以上の市町村、障害福祉担当者2人以下の市

町村の担当者各々の平均値と標準偏差を算出した。さらに、質問項目ごとに、障害福祉担当者3人.l2J，J二の

市町村と障害福祉担当者2人J2J、下の市町村との間で t検定を行った。なお、障害福祉担当者3人以上の市

町村、障害福祉担当者2人以下の市町村の担当者各々の平均値と標準偏差を算出したのは、障害福祉担当

者が2人以下の場合役割分担や組織的対応が盟難で、あることによって、担当者が3人以上の場合とでは、

障害相談の理解の程度に関する認識に違いがあることが予測されるためである。

正結 果

26市町村全体の障害福祉担当者に対する38の質問項呂の平均値と標準舗装は、表2のとおりであった。

30項自(全項目の78.9%)の平均値は3.0以下であった。その内、平均僚が2.0以下の項目はなかったが、

平均髄が低い方から平均値が2.5未満までを列挙すると「知的、発達障害児(者)におけるパニック等の

対処法等相談J1臨床心理士OT、PT、ST等専門家との連携J1発達障害児者ケアマネジメントにおける

聞き取り調査J1服薬等の相談(他の機関への仲介)J1白鴎症に関する基本的理解に関する相談J1発達障

に対する基本的理解に際する柏談J1発達障害児者における就労支援相談J1障害児、者(上記4障害す

べてを含む)の進路相談J1余暇支援に関する相談J1身体障害児者における就労支援相談J1知的障害児

者における就労支援相談J1精神障害児者における就労支援相談J1ケアプラン作成Jであった。

障害福祉担当者3人以上の13市町村では28項目(全項告の73.7%)の平均値が3.0以下であった。平均

値が2.0以下の項目はなかった。

障害福祉担当者2人以下の13市町村では33項目(全項自の86.8%)の平均倍が3.0以下であった。特に、

平均値カ'2.0以下の項目は平均値が低い方から「知的、発達障害児(者)におけるパニック等の対処法等

棺談J1発達障害児者ケアマネジメントにおける開き取り調査J1服薬等の相談(地の機関への仲介)J1知

的障害兇者ケアマネジメントにおける開き取り調査J1障害児、者(上記41主主害すべてを含む)の進路相

談J1発達時:害児者における就労支援相談J1ケアプラン作成jであった。

障害福祉担当者3人以上の市町村と障害福祉担当者2人以下の市町村との聞で、各々の平均値と標準偏

を使って t検定をすると「デイサービス、ショートステイ等、利用者と事業所との仲介J1知的障害児

者における就労支援相談J1精神賠害児者における就労支援相談J1発達障害児者における就労支援相談J

「発達障害児者における住居、教室等環境設定相談J1成年後見人制度に関する相談J1ケアプラン作成J

「離害児、者(上記4障害すべてを含む)の進路相談J1知的、発達i濠害児(者)におけるパニック等の

対処法等相談J1服薬等の相談(他の機関への仲介)J1各相談に対する家庭訪問等の手段における活動j

f他の地域資源との連携を保った活動J1知的諮害児者ケアマネジメントにおける開き取り調査J1発達障

害児者ケアマネジメントにおける開き取り調査jの14項目(全項目の36.8%)に有意差があり、すべて障
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害福祉担当者2人以下の市町村の方が低かった(表3)。

衰 2 市町村の揮害調祉担当職員における障害相談業務の理解についての平均
舗と標準鵠議

質問項目 平均値 擦i終偏主主

1 身体|泣答者手i阪、療育手帳害事、も主投手i阪の相談 4.00 .938 

2 入所、適所施設等福祉施設の相談 3.65 .936 

3 入所、通所施設等福祉施設の紹介 3.62 .852 

4 降客者自立支援法における給付完全:相談 3.42 .857 

5 テイサービス、ショートステイ等、利用者と事業所とのやl'介 3.15 .925 

6 i怒害者自立支援j去における全般的相談(法律の解釈さ事) 2.96 .720 

7 発達i家主害者支援法における全般的相談(法律の解釈等) 2.85 .881 

8 障害者自立支援法における利用者の自弓負拐の相談 3.38 .752 

9 身体際答児君子における就労支援相談 2.42 .643 

10 知的滋答児者における就労支援相談 2.42 643 

11 紛争liI絞害児者における就労支援相談 2.42 .758 

12 発達滋告:児者における就労支援相談 2.35 .797 

13 身体障害者における住民(住宅改修会む)根談 3.12 .816 

14 3:11的障害者における住居(住宅改修含む)相談 3.08 .891 

15 発達i鐙努児者における住居、教家宅事環境設定相談 2.50 .761 

16 成年後見人制度に関する相談 2.50 .707 

17 ケアプラン作成 2.45 .745 

18 自立支援協議会設置 2.69 .788 

19 障害児、者(上記4降客すべてを含む)の進路相談 2.35 .689 

20 知的i筏苦手児ままにおけるコミュニケーションについての相談 2.54 .811 

21 3:11的、発途隊等児(若手)におけるパニック等の対処法等弁]談 2.19 .939 

22 1涼答者本人の話(おしゃべり等)における対応 2.69 .884 

23 !llt薬等の相談(1むの機関への仲介) 2.23 .908 

24 各障害児者の年金の相談 2.81 .895 

25 知的障苦手、発達障害児者への周回の理解号事板談 2.77 .710 

26 地域ネットワ クの構築等に対する相談 2.50 .648 

27 1家容を有する方の貌の会設ffil:に対する相談 2.73 .778 

28 陣容認知 (1筆答を持つ親に対する)についての相談 2.62 .804 

29 際容を有する方本人の会設u立に対する相談 2.54 .647 

30 余暇支援に関する相談 2.38 .637 

31 発途i祭主主:に対する恭本的理解に関する相談 2.31 .736 

32 自閉症に隠する基本的理解に泌する相談 2.26 .667 

33 学校~における障害理解等の啓蒙啓発活動 2.54 .761 

34 各相談にたiする家庭訪尚喜事の手段における活動 2.65 .797 

35 他の地域資源との迷携を保った活動 2.62 .852 

36 知的滋答児者ケアマネージメントにおける問き取り調査 2.42 758 

37 発達|誌害児者ケアマネージメントにおける向き取り翻資 2.23 .710 

38 臨床心理士OT、PT、ST等専門家との述携 2.19 .749 

※ 市町村全体26か所
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表3 市町村の障害福祉担当職員における障害摺談業務の理解についての平均値と諜準備差

(障害福祉祖当者数別)

質向項8 3人以上市町村 2人以下市釘村

平均値標準備去を平均値標準偏差 t値

l 身体障答者手帳、療育手綬等、福祉事援の相談 3.77 1. 235 4.23 .439 一1.270 

2 入月号、通所施設等福祉施設の相談 3.54 1.127 3.77 .725 一.621

3 入所、通所施設等祷祉施設の紹介 3.62 1. 044 3.62 650 .000 

4 r穆答者自立支援i去における給付等相談 3.54 .877 3.31 .855 .679 

5 デイサービス、ショートステイ等、利用者と事業所との{LI'介 3.54 .967 2.77 .725 2.294* 

6 1燈害者自立支援j去における全般的相談(法律の解釈等) 3.08 .862 2.85 .555 .812 

7 発達|樟害者支援法における全般的相談(法律の解釈害事) 2.92 1.115 2.77 .599 .438 

8 障害者自立支援i去における利用者の自己負犯の相談 3.31 .751 3.46 .776 一.514

9 身体障苦手児者における就労支援相談 2.62 .650 2.23 .599 1. 568 

10 知的障害児者における就労支援相談 2.69 .630 2.15 .555 2.312* 

11 精神隊答児者における就労支援相談 2.77 .725 2.08 .641 2.580* 

12 発達隊答児者における就労支援杷談 2.69 .751 2.00 .707 2.420* 

13 身体隊答者における{i)苦(住宅改修含む)相談 3.23 .927 3.00 .707 .714 

14 知的搾答者における主主活(住宅改修含む)棺談 3.23 .927 2.92 .862 .876 

15 発途i怒答児者における住居、教室等環境設定相談 2.85 .800 2.15 555 2.563* 

16 成年後見人illlJt交に関する相談 2.85 800 2.15 .376 2.823村

17 ケアプラン作成 2.69 .751 2.00 .577 2.635* 

18 自立支援協議会設置 2.92 .760 2.46 .776 1. 532 

19 障害児、殺(上記41障害すべてを含む)の進路相談 2.69 .630 2.00 .577 2.920吋

20 知的i漆害児者におけるコミュニケーションについての相談 2.77 .725 2.31 .855 1.485 

21 知的、発達降客児(者)におけるパニック等の対処法等相談 2.62 1. 044 1. 77 .599 2.535キ

22 1怒答者本人の話(おしゃべり等)における対応 3.00 .577 2.38 1. 044 1. 860 I" 

231m.薬等の相談(他の機1M]へのやl'介) 2.62 .870 1. 85 .801 2.346* 

24 各i怒答児者の年金の相談 3.08 1. 038 2.54 .660 1. 578 

25 知的i設答、発達障害児者への跨図の理解等相談 2.92 .760 2.62 650 1.109 

26 池波ネットワークの構築等に対する相談 2.62 .650 2.38 .650 .905 

27 隊答を有する方の親の会設置に対する相談 3.00 .707 2.46 .776 1. 849"1 

28 降客認知(I~*を持つ貌に対する)についての相談 2.85 .689 2.38 .870 1. 500 

29 1怒寄を有する方本人の会設lill~ にたj する相談 2.62 .506 2.46 .776 .599 

30 余i駁支援に関する十日談 2.46 .519 2.31 .751 .608 

31 発途隊答に対する基本的理解に隠する相談 2.46 .660 2.15 .801 1. 069 

32 自閉症に関する基本的理解に関する相談 2.38 .506 2.15 .801 .878 

33 学校等における滋答理解等の啓蒙啓発活動 2.69 .751 2.38 768 1. 033 

34 各相談に対する家庭訪問等の手段における活動 3.00 .707 2.31 .751 2.420* 

35 他の地域資源との連携を保った活動 3.00 .817 2.23 .725 2.540ネ

36 知的障害児者ケアマネージメントにおける向き取り調査 2.85 .555 2.00 .707 3.395** 

37 発迷路害児者ケアマネージメントにおける開き取り翻査 2.62 .650 1. 85 .555 3.244村

38 臨床心理士OT，PT、ST等専門家との連携 2.31 .855 2.08 .641 .779 

※ 'j' . 05<p<.1O *p<.05 * *p<.Ol 
※ 市町村全体26か所 障害福祉担当者3人以上市町村13か所 |務筈福11上担当者2人以下市町村13か所
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自立支援法は、利用者負担の見直しにとどまらず2006年10丹に新支給決定プロセスや新事業体系

関係が施行されることにより、それ以前から利用しているサーピスを継続できるのかという問題に藍面す

ることになるヘ障害者自立支援法の全面施行の霞前で、相談支援の準備のために担当職員が追われてい

ることや桔談業務に関して理解することが難しいことにより、今留の質問紙調査に対して問答することを

した市町村が多かったために、アンケートの回答率が抵かったことが推察される。

回答があった26市町村の人口はすべて10万人以下で、あった。これらの市町村の障害福祉担当者は、格談

業務の8部程度については理解していない方の認識を持っていた。障害者自立支援法の成立から施行まで

5か月間しかなく(介護保険制度の場合は2年4か丹間あった)、これほどの大がかりな法改正にしては

準備不足であることは否めない九このため、市町村の障害福祉担当者が相談業務について十分検討して

理解することが困難な状況にあると考えられる。

自閉症等の発達障害児への療育や棺談を行う場合その状態像を把擢する必要があるが、状態像を理解す

ることは難しい。臨床的には発達障害がある場合、自閉症に見られるような対人関係における質的な障害

を抱えているケースが多いため、発達障害に関する棺談支援のためには自関症に対ーする理解は避けられな

いものになっている九また、社会適正、上の問題は複雑で居間が対応の仕方に'踏むことが少なくない九発

達障害にかかわる者は単にその状態を理解し受容するだけでなく、自我の発達や自制心の強化を意図した

働きかけの大切さを認識する必要があるとされている則。

したがって、自閉症等の発達関害児者に顕著に見られるパニック等の開題行動への対処や相談、ケアマ

ネジメントのための鵠査、障害の理解に関する相談、就労支援相談等を行うためには、自閉症等の発達際

に関する知識だけでなく療育経験も必要である。このため、市町村の樟害福祉担当者が発達障害に関す

る相談業務の理解の程度が低いと認識しているのは、自閉症等の発達障害に関して理解することにかなり

の国難さがあるためだと考えられる。

また、臨床心理士、 OT、PT、ST等の専門職と連携するためにはチームアプローチを行った経験がある

こと、もしくはこれらの専門職の業務内容について熟知しておくことが不可欠で、ある。服薬等での密療機

関への仲介、障害児者の進路、就労、余韻等の支援に関する相談、ケアプランの作成についても知識だけ

でなくかなりの期間実際に対応した経験も求められる。したがって、これらの桔談業務については、市町

村の態害福祉担当者にとって対応が難しい面があるために理解の程度が低いと認識することになるのであ

ろう。

障害福祉担当者2人以下の市町村の障害福祉担当者は、 iを害相談のほとんどについて理解の程度が低い

方の認識を持っていた。特に、自閉症等の発達障害に関する相談の理解についての認識は低かった。さら

に、臨害福祉担当者3人以上の市町村よりも結害補社担当者2人以下の市野村の方が、障害相談の4割近

くについて理解の程震が低いと認識していることが示された。兵体的には、発達障害見者における就労支

援相談、住居、教室等環境設定相談、パニック等の対処法等相談、ケアマネジメントにおける聞き取り調

査等発達障害に関することが多く、デイサービス、ショートステイ等、利用者と事業所との仲介や障害児

者の進銘相談、服薬等の相談のような他機関との調整を要すること、および、成年後見人制度に関する相談、

ケアプラン作成のような専門的知識を要することであった。

i箪害福祉担当者が少ない市町村‘の場合相談業務の内容が多11:疫に渡ることもあり、障害福祉担当者は、障

害福祉に関する広範な領域、自閉症等の発達障害に関する相談、関係機関との調整、および専門的知識を

要する相談業務について理解しているという認識を持つにはかなりの国難さが伴うことが考えられる。
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発達障害の問題を解決しようとする場合鋭機関と連携会現り合っていくことが大切で、関係機関のネッ

トワークづくりが必要だという指掘があるヘ特に、障害福祉担当者が少ない市町村ーの場合、発達障害の

相談業務に対応するために関係機関のネットワークを構築することとその役割を担うことが一層重要にな

る。

地域生活支援事業は、市町村が露目意工夫によって利用者の状況に応じて柔軟に実施するものであるとさ

れているヘしかしながら本研究においては、今後障害者自史支援法における地域生活支援事業のなかで、

円滑に霞害相談支援を行うことが市町村に課せられているにもかかわらず、睦害福祉担当者は梧談業務の

多くについて理解の程度が低いと認識していること、自閉症等の発達障害に関する棺談の理解の程度はさ

らに低いと認識していることが明らかになった。また、障害福祉担当者が3人以上の市町村と 2人以下の

市町村で比較すると、 2人以下の少ない市町村における相談業務の理解の程度が低いと認識しているもの

が見られた。このため、霞害福祉担当者が少ない場合相談業務についての理解を深めることが求められる。

ただし、市町村の規模が小さいことによる慰政難の問題を抱えているため、相談支援の技量の向上を図る

ための創意工夫をすることが不可欠となろう。

今後、障害者自立支援法が全部施行される2006年10月以静の地域生活支援事業の桔談支援担当者が障害

相談業務に対してどのような認識を持っているのかを明らかにすることによって、市町村の障害相談支援

の課題について検討することが必要だと考えられる。
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